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玉名市まちなか未来プロジェクト賑わいのまちづくり地域交流活性化支援業務委託

仕様書

第１章 総 則

（適用の範囲）
第1条 本仕様書（以下「仕様書」という。）は、玉名市（以下「委託者」という。）が受託者に委託
する「玉名市まちなか未来プロジェクト賑わいのまちづくり地域交流活性化支援業務委託」（以下
「本業務」という。）について適用するものとする。

（目的）
第2条 本市では、まちなかの活⼒と魅⼒を⾼め、市⺠が健康で笑顔あふれる良質な暮らしが実感でき
る「賑わいのまちづくり」に取り組むため、令和５年度に「玉名市まちなか未来プロジェクト」を立
ち上げ、令和６年度にこれからのまちなかのまちづくりの指針となる「〜玉名市まちなかグランドデ
ザイン〜まちなか未来図」を策定した。
本事業については令和５年度から実施しており、「玉名市まちなか未来プロジェクト」の取組への一

翼を担い一定の成果をあげている。
今年度はグランドデザインの実現に向け「賑わいのまちづくり」を持続的に定着させるため、地域を

支えるまちづくり団体や⼈材の育成を⾏うとともに、官⺠連携による社会実験等、実際に取組を実⾏
し、その効果を検証して次のステップにつなげていく。また、効果的な情報発信を⾏い、官⺠双⽅の機
運の醸成を図り、一般市⺠へも広げていくことを事業の目的とする。
なお、本業務は熊本県の令和7年度（2025年度）くまもと未来づくりスタートアップ補助金を活用

して実施するものである。

（業務の区域）
第3条 玉名市一円

（業務委託期間）
第4条 委託契約締結の日から令和8年2月20日（金）までとする。

（準拠する法令）
第5条 本業務は、本仕様書に定めるもののほか、次の各号に定める関連法令等に準拠して実施しなけ
ればならない。
(1) 測量法（昭和24年法律第188号、最終改正：令和4年法律第68号）
(2) 測量法施⾏令（昭和24年政令第322号、最終改正：令和元年政令第183号）
(3) 測量法施⾏規則（昭和24年建設省令第16号、最終改正：令和5年国土交通省令第71号）
(4) 都市計画法（昭和43年法律第100号、最終改正：令和5年法律第55号）
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(5) 都市計画法施⾏令（昭和44年政令第158号、最終改正：令和5年政令第304号）
(6) 都市計画法施⾏規則（昭和44年建設省令第49号、最終改正：令和6年国土交通省令第6号）
(7) 玉名市公共工事業務委託契約約款（令和2年4月8日 告示第66号）
(8) 玉名市財務規則（平成17年10月3日 規則第39号）
(9) その他関係法令及び諸規則

（提出書類）
第6条 受託者は、本業務の実施に当たり、契約書等に定めるもののほか、下記の書類を速やかに提出
し、委託者の承諾を得るものとする。
(1) 着手届
(2) 管理技術者等通知書（経歴書・資格証の写し、直接雇用を証明する書類）
(3) 業務工程表
(4) 業務計画書
(5) その他委託者が指示する書類

（配置予定技術者）
第7条 本業務を担当する受託者の選任する配置予定技術者は、本業務の意図や目的を十分に理解した
上で、市⺠参加型のマルシェやワークショップ等の企画運営に必要となる十分な実務経験を有した技
術者を配置するものとする。

（業務の遂⾏）
第8条 受託者は、委託者の意図を十分に理解し、業務工程表に沿って本業務を⾏い、委託者と打合せ
を十分⾏うとともに、綿密な連携を保ち作業を⾏うものとする。また、本仕様書に記載していない事
項であっても、技術上必要と認められるものについては、委託者と協議し補充するものとする。

（資料貸与）
第9条 本業務実施に当たり、委託者が必要と認める資料等については受託者に貸与し、若しくは閲覧
させるものとする。受託者は、貸与資料等の保管管理については、その取扱いに十分注意するものと
する。また、亡失、破損等が生じた場合は、受託者の負担において速やかに弁償し、若しくは修復し
なければならない。

（打合せ協議）
第10条 本業務を適正かつ円滑に実施するため、委託者と受託者は常に密接な連絡をとり、業務の⽅針
及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受託者が書面（打合せ記録簿）に記
録し、相互に確認するものとする。

2 前項の打合せ協議は、オンライン会議も可とする。
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（秘密の保持）
第11条 受託者は、本業務遂⾏中に知り得た各種事項については、これを第三者に漏らしてはならない。
（損害賠償）
第12条 受託者は、本業務遂⾏中は安全に留意し、交通の妨害又は公衆に迷惑を生じないよう配慮するも
のとする。本業務遂⾏中に受託者が委託者及び第三者に損害を与えた場合は、発生原因、経過、被害等
の状況を委託者に速やかに報告し、受託者の責任において処理解決するものとし、これに係る費用は全
て受託者の負担とする。ただし、受託者の瑕疵が認められない場合は、この限りではない。

（成果品の帰属）
第13条 受託者は、本業務における成果品の全てを委託者に帰属するものであり、委託者の承諾を受け
ずに複製、他に公表、貸与してはならない。

2 前項の成果品のうち、受託者又は第三者に帰属する著作物については、委託者は非独占的使用権を
有するものとする。

（検査及び瑕疵）
第14条 本業務委託成果の納品に当たって、受託者は次に定める事項に対応しなければならない。
(1) 完了検査を受ける際は、事前に関係書類を提出の上、速やかに検査を受けること。
(2) 前号の検査に合格しない場合には、委託者が指定する期間内に問題箇所の修正を⾏い、再検査

を受けること。

（一括再委託の禁止）
第15条 受託者は、委託の履⾏に際し本委託業務の全部又は主要部分を一括して第三者に委託（以下
「再委託」という。）をすることはできない。ただし、あらかじめ書面により委託者の承諾を得たと
きは、この限りではない。

2 前項ただし書の規定による承諾があった場合は、契約書の各条項又は仕様書に定める事項については、
受託者と同様に再委託先においても遵守するものとし、再委託先がこれを遵守することに関して、受託
者は一切の責任を負うものとする。

（情報保護）
第16条 受託者は、本業務を履⾏する上で、委託者の情報資産を取り扱うことから、情報資産の漏えい
対策を⾏わなければならない。

（その他）
第17条 本仕様書に記載のない詳細な項目、内容等については、プロポーザルにおける受託者の企画提
案書及び委託者と受託者の協議により決定し実施する。
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第２章 業務内容

（業務概要）
第18条 本業務の概要は、次のとおりとする。
(1) 公共空間を利活用する社会実験事業
(2) アドバイザー講演企画運営
(3) ⼈流計測について
(4) まちなか魅⼒発信プロモーション

（公共空間等を利活用する社会実験事業）
第19条 公共空間等を利活用する社会実験事業は、以下の事業を⾏うものとする。
（1） 「市⺠参加によるマルシェやＤＩＹワークショップ等の実施」

ア 内 容 「まちなか未来図」で示した６拠点を含むまちなかエリアにおいて、公共空間等を活
用して交流を促進するため、地域住⺠・学生・商店会等の参加によるマルシェやワー
クショップ等を企画・運営・開催する。

イ 場 所 JR玉名駅前広場・市道・公園等
ウ 実施回数 業務委託期間内に 3回
エ そ の 他 実施にあたっては、地域住⺠・学生・商店会等へ働きかけ参加を促すこと。

（アドバイザー講演企画運営）
第20条 一般市⺠を対象として空き家再生等、本市の地域資源や特性を活かして、賑わいのまちづくり
に繋がるアドバイザー講演等の企画運営を次のとおり⾏うものとする。
(1) アドバイザー講演等の周知等に関しては、委託者と協⼒して⾏うものとする。想定される開催

場所及び回数は【別表①：アドバイザー講演概要】のとおりとする。また、場所については、
関係機関等との協議により変更となる場合がある。ただし、回数（5回）に変更はない。

(2) アドバイザー講演費用には、講師の謝金・旅費を含むこととし、旅費には宿泊費は認められる
が、飲食に要する経費は認められない。夕食代・朝食代等を抜いた「素泊まり」の費用を計上する
こと。なお、謝金については全体の事業費に照らし、適正な金額とすること。

【別表①：アドバイザー講演概要】
名称 開催場所 回数・期間

まちづくり講演会
実際に空き家再生された場所
（⾼瀬等） 他 5回

上記 講師謝金及び旅費 期間 8ヶ月（7月〜2月） 5回
上記 運営費（ワークショップ分含む） 8か月
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（⼈流計測）
第21条 交通結節点であるJR玉名駅の来訪者が所有するスマートフォン等の通信機が発する情報（パケ
ット）を受信するためのセンサーとしてのWi-Fiルーターを設置し、センサー周辺にあるWi-Fi機能を
オンにした通信機の台数や移動、滞留等を計測する。また計測データと⼈流ビッグデータを組み合わ
せることで、来訪者の属性（性別、年代、居住地等）を付与した分析データを作成する。
(1) センサーの配置

ＪＲ玉名駅前の⼈流を取得するためにセンサーを最適に配置すること。
(2) 計測期間

令和7年12月5日（金）から令和8年1月9日（金）まで
(3) 計測結果の分析

センサーで計測したデータから、来訪者の日別・時間別の⼈数、滞在状況、駅前内の回遊状況
を分析する。

(4) プライバシーへの配慮
ア 計測期間中は来訪者に対してプライバシーに配慮した対策を講じること。
イ センサーで取得するデータ（通信機のMACアドレス等）はハッシュ化するなど匿名化して分

析処理すること。
なお、分析結果をもとに、今後のイベント時への配慮事項を提案するものとする。

（まちなか魅⼒発信プロモーション）
第22条 本業務のマルシェ・ワークショップやセミナー、その他市⺠団体が実施する「まちなかのイベ
ント活動」を、写真や動画で記録撮影、分かりやすく編集し、これらをSNS・市ホームページ・デジ
タルサイネージ等の情報ツールを活用して、市内外に情報を発信するものとする。記録撮影の回数や
内容については、関係機関等との協議により変更となる場合があるが、本業務マルシェ・ワークショ
ップ3回、アドバイザー講演5回。市⺠団体イベント2回、計10回を想定。

（アンケート調査の実施）
第23条 本業務のマルシェ・ワークショップやセミナーの出席者や、その他市⺠団体が実施する「まち
なかのイベント活動」への参加者の満足度等を把握するアンケート調査の調査内容、実施⽅法や集計
⽅法を提案し、アンケート調査を⾏うこと。また、アンケート結果を踏まえ官⺠連携によるまちづく
りを円滑に進めるための課題提案をすること。実施回数は本業務マルシェ・ワークショップ3回、ア
ドバイザー講演5回。市⺠団体イベント2回、計10回を想定。

（広報チラシデザイン製作）
第24条 本業務のマルシェ・ワークショップやセミナー、その他市⺠団体が実施する「まちなかのイベ
ント活動」開催時のPRチラシの製作を⾏い情報発信するものとする。委託期間中に⾏う事業や講演で
利用するものについては汎用性の⾼いものにすること。回数や内容については、関係機関等との協議
により変更となる場合があるが、本業務マルシェ・ワークショップ3回、アドバイザー講演5回。市⺠
団体イベント2回、計10回を想定。
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（業務報告書の作成）
第25条 業務報告書として、各業務の活動実績及び関係資料、写真等を取りまとめて作成し報告するこ
と。

（成果品）
第26条 本業務の成果品は、以下のとおりとする。

【別表②：成果品一覧】

（納品場所）
第27条 成果品納入場所は、玉名市建設部都市整備課とする。

（その他）
第28条 本仕様書に記載のない詳細な項目、内容等については、プロポーザルにおける受託者の企画提
案書及び委託者と受託者の協議により決定し実施する。

No. 成果品 数量 単位
1 業務報告書 1 式
2 ⼈流データ解析結果 1 式
3 広報チラシデザイン（PDF・JPEG・PPT等汎用性の⾼い電子データ） 1 式
4 アンケート及び集計結果 1 式
5 打合せ記録簿 1 式
6 その他受託者発注者協議の上必要とする資料 1 式


